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2022 年 4 月 21 日 

各 位 

会 社 名 株式会社トランスジェニック 
代表者名 代表取締役社長 福 永  健 司 

（コード番号 2342 東証グロース） 
問合せ先 取締役 経理財務部長 渡 部  一 夫 

（電話番号 092-288-8470） 
 

通期連結業績予想の修正および通期個別業績見込みと前期実績との差異 

並びに特別損失の発生に関するお知らせ 

 

当社は、2022 年 2 月 14 日付で公表しました 2022 年 3 月期の通期連結業績予想（以下、「前回発表予想」

といいます。）につきまして、下記のとおり修正することといたしましたのでお知らせいたします。また、

2022 年 3 月期の個別業績予想につきましても、下記のとおり前事業年度の実績値と比較して差異が生じる見

込みでありますので、併せてお知らせいたします。 

 

記 
 
 
１．2022 年 3 月期連結業績予想数値の修正（2021 年 4 月 1 日～2022 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
親会社株主に帰属

する当期純利益 

１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

前回発表予想（Ａ） 
百万円 

12,700 

百万円 

1,900 

百万円 

1,850 

百万円 

2,100 

円 銭 

121.84 

今回修正予想（Ｂ） 12,500 1,830 1,820 1,900 112.97 

増 減 額（Ｂ－Ａ） △200 △70 △30 △200  

増 減 率（ ％ ） △1.6 △3.7 △1.6 △9.5  

（参考）前期実績 

（2021 年 3 期） 
11,046 893 891 546 31.45 

 

修正の理由 

売上高、営業利益及び経常利益につきましては、前回発表以降の業績動向を踏まえ予想数値を修正いた

しました。 

また、下記「３．特別損失の発生について」に記載のとおり、子会社において減損損失 214 百万円を特

別損失として計上することから、親会社株主に帰属する当期純利益につきましても前回発表予想を下回る

見込みとなりました。 
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２．2022 年 3 月期個別業績見込みおよび前期実績との差異（2021 年 4 月 1 日～2022 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 
営業利益又は 

営業損失（△） 
経 常 利 益 当 期 純 利 益 

１株当たり 

当 期 純 利 益 

前期実績（Ａ） 
百万円 

376 

百万円 

△69 

百万円 

32 

百万円 

179 

円 銭 

10.36 

通期個別業績見込み（Ｂ） 360 75 75 2,700 160.55 

増 減 額（Ｂ－Ａ） △16 144 42 2,520  

増 減 率（ ％ ） △4.5 － 134.0 1,400.0  

 

差異の理由 

当社は、創薬支援事業の経営効率化と機能強化を目的として、当社子会社である株式会社安評センター

に対して当社遺伝子改変マウス事業を、当社子会社である医化学創薬株式会社に対して当社抗体事業をそ

れぞれ 2021 年 4 月１日に事業譲渡し、多角化グループに適したグループガバナンス体制である純粋持株

会社へ移行いたしました。このため、前期までは計上されていた創薬支援事業の売上高及び売上原価が当

期は発生しなくなり、一方で子会社からの配当や受取利息を売上高に計上することとなったことから、営

業利益につきましては 75 百万円、経常利益につきましても 75 百万円となり、それぞれ前期実績を上回る

見込みとなりました。 

また、2021 年 12 月 10 日付「連結子会社の異動（株式譲渡）に関するお知らせ」で公表いたしましたと

おり、当社は、連結子会社である株式会社ジェネティックラボの全株式を Eurofins Clinical Testing 

Japan Holding 株式会社に 2022 年 1 月 1 日付で譲渡いたしましたが、このたび当該譲渡契約に定める手

続きに従い譲渡価額が確定し、関係会社株式売却益 3,016 百万円を特別利益として計上することといたし

ました。このため、当期純利益につきましても 2,700 百万円となり、前期実績を大幅に上回る見込みとな

りました。なお、当該関係会社株式売却益は、連結決算においては必要な調整を行って計上いたしますの

で、前回発表予想で公表しております連結決算における関係会社株式売却益 1,450 百万円の見通しに変わ

りはございません。 

 

３．特別損失の発生について 

当社の子会社が所有する創薬支援事業の一部の設備について、「固定資産の減損に係る会計基準」に

基づき将来の回収可能性を検討した結果、帳簿価額を回収可能額まで減額し、帳簿価額との差額 214 百

万円を連結決算において減損損失として計上することといたしました。 

 

 

以上 


